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環境 ・品質情報の信頼性 と消費者行動:
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近年ますます環境対応型の製品が求められている中,製 品の環境 ・品質情報の適

正な提示が重要な課題となっている。特に,一 連の虚偽表示事件により認証情報へ

の信頼が失われた現状において,再 び信頼されるような情報認証システムを構築す

ることが緊急に求められている。本稿では,環 境負荷を削減 した農法による農産物

を事例に,消 費者の環境 ・品質情報への信頼を測定 し,消 費行動パターンと併せて

分析することにより,情 報への信頼を高めるために効果的な情報提供システムにつ

いて論じた。実証分析には消費行動に関する個票データを用い,RPLモ デルを応用

して情報への信頼を個人別に測定し,負 の二項回帰モデルにより信頼と繰り返 し取

引頻度との関係を分析 した。その結果,信 頼と消費者の経験との間には強い正の相

関関係があり,環 境配慮型消費者行動を促すための信頼ある環境情報提供システム

には,消 費者の主体的な参画が重要であることが示された。

キ ー ワ ー ド 環 境 ・品 質情報,信 頼,

の二項 回 帰モ デル

ランダムパ ラメー タ ロジ ッ トモデル,負

1は じ め に

近年の環境問題,特 に廃棄物問題を受けて,食 品廃棄物の リサイクルが推進され始めた。

2002年 に食品 リサイクル法が施行 され,こ の流れは一層強まった。これに関連 して,地 域内

でコンパク トな有機物循環システムを構築 し,輸 送にかかる金銭的コス トや環境 コス ト(環

境負荷)を 抑えつつ,健 康や環境 にとって有用な有機農産物をさらに活用 しようとする試み

が始 まった(佐 藤他2005)。 こうした取 り組みにおける大 きな課題は,有 機野菜や地場野菜

といった,人 間の健康や環境負荷の削減に有効であり,そ の意味でプレミアムの高い野菜 を,

いかにしてふつうの野菜 と差別化 し,消 費者の評価 を得 るか という点にある。というのも,

いくら環境や健康に関するプ レミアムの高い野菜の生産 を促進 したところで,消 費者に購入

されなければ生産の持続は不可能であるが,そ うした野菜は購入前に見ただけ,触 っただけ
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では質 を見抜 くことがで きないという,情 報の非対称性問題を常に伴 うからである。そこで,

プ レミアムに関 して適切に差別化するたあの環境および品質に関する正確な情報表示が とり

わけ重要 となる。

しかしながら,近 年立て続けに起 こっている製品の不正表示事件によって,こ うした取 り

組みが基本的な点で危機的状況に陥っているといえる。 なぜなら,生 産物の環境 ・品質情報

表示への信頼が失墜 したことにより,現 状では認証ラペルの評価が低い水準にとどまってお

り,認 証 を取得 するコス トに見合わず生産活動の持続が不可能 となるためである(佐 藤他

2005)。 同時に,偽 装表示 とほ,実 質的には環境・健康プ レミアムのまった くない生産物が偽

られながら大量に流通 していることを意味 し,こ のことは有機農法等を利用 した環境問題へ

の対応としての循環(生 産一流通一販売一消費一廃棄物回収)シ ステムを構築する上での深刻な

問題である。一般にこうした情報の問題は,農 産物だけに限らず,消 費からの環境負荷を削

減 しようとする試みにおいて,常 に懸念事項 として現れる。逆に言えば,情 報の非対称性 ・

信頼性 といった問題を解決することが,消 費からの環境負荷の削減に効果 をもつといえる。

この問題 に対 し本稿では,信 頼できる品質表示システムはいかにして構築されうるかとい

う問題 を考察する。従来の研究では,食 品の環境 ・品質情報 について,信 頼され,選 択され

ている情報源(認 証機関)は いかなるものかに焦点が当てられていた。 これに対 し,本 稿は,

既存の認証機関の評価だけでなく,今 後の認証 システムをどうデザインしてい くかという課

題を念頭に置きなが ら,信 頼されるに至 る過程 に注目す るものであり,信 頼と購買行動との

関係,お よび購買経験 と信頼 との関係を主要な考察対象 とするものである。つまり,実 際の

購買行動において情報への信頼はどう影響 しているのか,あ るいは情報への信頼は消費者に

よってどのように形成 されていくのか,と いった点を明らかにした上で,望 ましい情報提供

システムを論 じることを目的とする。以下,2節 で,情 報の信頼性 と消費者行動に関する経

済学的 ・心理学的な先行諸研究を踏まえながら検討すべ き論点を整理 し,本 研究で利用する

諸概念を定義する。3節 で計量分析に利用するデータについて述べる。4節 で計量モデルを

定式化 した上で,購 買行動データを用いた解析 を行 い,信 頼の形成要因を分析する。5節 で,

結論をまとめる。

2研 究の背景 と手法

前節で述べたとお り,虚 偽情報表示問題の帰結は,製 品の環境 ・品質情報の信頼性 を失墜

させ,プ レミアム情報の評価値 を低下せ しめるものであった。これは,わ が国の消費者は産

地や生産 日付などをチェック して買うなど,製 品情報 に対 してこれまで割合 と高い信頼を置

いていただけに,大 きな衝撃 を与えたものである。われわれの課題は,認 証情報への信頼お

ト アκ載 イ盃 ∠(フk准 幽 圭宜底 ト且 弐 尋 スiwa圭 鼠ホ旦砒 こノr2苧2、 幽 一e一ξr2噸 描 蟷 十 ス,レ 弥 玄Z2.!ハ'、 晒
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に も,認 証情報が信頼され評価されるに至る要因の考察が必要である。本節では,そ の考察

のために必要な概念と分析手法 を検討する。

2.1先 行研究および論点と諸概念

食品に関する情報提供 において,「安全」と 「安心」はしば しば区別され る。安全 とは 「科

学的に確認で き,客 観的に評価できる,モ ノの世界の問題」であ り,安 心 とは 「心的な問題

であ り,消 費者の うちにいかに して安心感 を生み出すかという情報の問題」である(松 田

2001)。 つ まり,安 全 とは客観的・科学的に検証可能な ものであるのに対 して,安 心 とは消費

者が情報に対 して抱 く主観的信頼感であり,当 然ながら両者は乖離 しうる。安全は工学的 ・

技術的に取 り組まれ ることが多 く,心 理学的 ・経済学的な関心の対象となるのはむしろ安心

であることが多い。

従来の心理学的あるいは行動経済学的研究によって,売 り手の信頼性 に対 して買い手が抱

いている信念が,取 引の成立 に重要な影響 を及ぼすことが確認 されている(Schurrand

Ozanne1985)。 とりわけ,食 品に関する安全や環境情報に関 しては,そ の内容 と同じくらい

その情報源への信頼が重要であると指摘 されている(Frewereta1.1996,HuntandFrewer

2001)。 この指摘を受け,い かなる情報提供主体が消費者に望 まれているかという情報への信

頼に焦点を当てた研究が行われて きた。Kaspersonetal.(1992)を 始めとした多 くの研究に

よって情報が信頼されるための条件が提示されているが,そ れ らをPetersetal.(1997)は

次の3条 件にまとめた。すなわち,情 報源が有する知識 と専門性,情 報源の開放性 と誠実性,

お よび関心と注意である。

この点に関する実証研究は,学 問分野によって採用する方法が異なっている。心理学的研

究では,直 接アンケー トで信頼度および上述3条 件に代表 されるような各因子について評点

をとり,分散分析や記述統計分析 によって影響 を測るという方法が とられている(Freweret

al,1996,Peterseta1.1997な ど)。その結果,心 理学的理論 を立証する形で,情 報源によって

信頼の強さが異なることが確認されてお り,多 くの研究によって消費者団体等の第三者認証

への信頼が最 も高 く,企 業や政府 による認証への信頼は比較的低 いという結果が示された。

これに対 して経済学では,消 費者選好で信頼の強さを測る方法が とられている。Huffmanet

aL(2004)は,経 済学的手法に基づ き,因 子ごとに評価するというよりもむ しろ総体 として

の信頼の価値に対 して,消 費者余剰で評価 した。その結果,認 証主体への信頼は,先 行諸研

究と同様に第三者認証が もっとも高いことを示 した。 日本国内の研究では,佐 藤他(2005)

で も同様にNPOに 代表 される第三者認証が最 も信頼されている結果を示 している。こうし

たことから,採 用する方法は学問分野間で異なるものの,類 似 した結果が多 く提出されてい

ることがわかる。
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ところがこれまでの研究では,調 査時点における認証機関への評価値によって,い いかえ

れば情報提供機関に対する信頼の形成結果によって判断 している。 しか しながら,わ が国の

現在の状況においては,新 たな認証制度のデザインが求められているのである。つまり,な

ぜ信頼されるに至るのか という,信 頼の形成過程に注 目する必要が生 じているあである。こ

の問題に対 し,本 研究では,消 費者の購入経験 と,情 報への信頼 との関係の解明に取 り組む。

そこで採用する方法 には,経 済学的手法を採用する。

評価対象である情報の信頼 について,山 岸(1998>は,「 信頼」と 「信頼性」という用語を

区別 している。信頼とは,信 頼する側の特性 に関わるものであ り,信 頼性 とは,信 頼される

側の特性に関わるものである。これに従 うと,消 費者がある情報に直面 したとき,そ の情報

の信頼性に関するその消費者の評価が信頼であるということになり,こ の意味での信頼は当

然なが ら個人ごとに異なるため,本 来個人別に評価が行わなければならない性質の ものであ

る。本質的に個人間で多様な信頼を評価するという課題に対 し,本 研究ではランダムパラメ

ータロジット{RandomParameterLogit ,以 下RPL)モ デルを応用することにより,こ れ

を可能とした。具体的な分析手順は,ま ず,コ ンジョイン ト分析を用いて,食 品(有 機農産

物)に 関する情報への信頼の強さを,消 費者余剰概念の類型であるオプション価格によって

評価す る。その際,RPLモ デルを用いた個人別推定法により,多 様性を踏 まえた消費者個

人ごとの評価 を行う。次に,カ ウントデータモデルを用いて,購 入経験の代理変数 としての

購入頻度を,RPLで 得 られた信頼の評価値 を始めとする諸変数 に回帰するという方法をと

る。

2.2信 頼 の測 定

本 小節 で は,信 頼 性 の 消 費 者 評 価 で あ る信 頼 につ い て,定 量 的 な 測 定 が 可 能 な形 で 定 義 す

る。 不確 実 性 の も とで の 評 価 に は オ プ シ ョン価 格 と い う概 念 が しば しば利 用 され る(Free・

man2003,p,213)。 本 稿 で もこ れ に基 づ い た定 義 付 け を行 う。

効 用 関 数 をU(X,L)と す る。Xは 財 で あ り,Lは 情 報 ラベ ル の プ レ ミア ム で,消 費 者 に

とっ て そ の 真 値 は不 確 実 な もの(例 え ば あ る品 質 ラ ベ ル が 貼 られ て い て も,そ の とお りの 品

質 で な い か も しれ な い場 合 な ど)で あ り,確 率 分 布f(μ,σ2)に 従 う もの とす る。 こ こで,

∂Ul∂X>0,∂Ul∂L>0と 仮 定 す る。 さ ら に,消 費 者 行 動 原 理 に 所 得Yの 制 約 付 き効 用 最 大

化 仮 説 を前 提 す れ ば,間 接 効 用 関 数V(Y,P,L)を 得 る。 こ こ でPは 価 格 とす る。 さ ら に,

消 費 者 が リス ク回 避 的 な らば,∂v/∂Y>o,∂2v/∂yt<o,∂Vl∂L>0,∂2V/∂L2<oと な り,

オプ シ ョン価 格(事 前 的 な 支 払 意 思)OPは,

E[V(Y,P,L)]=y『(y+OP,P,O),E【 ・】は期 待値 演算 子 。(1)

1)

で定 義 され る。 間 接 効 用 関 数 をLに つ い て平 均 μ ま わ りで2次 ま で テ ー ラー 近 似 す る と,
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・(Y・P・・)・y〈Y・P・・)・鍔 レ ー・)・s・ 甑 ¢ 一・)2 (2)

とな り,期 待 値 を とれ ば,

石【γ(聡君・剛 丑・)・器 レ 艮一・】・音・鐸 レ ¢一μ弄

一v(y・P・・)・瑠L♂ (3)

を得 る(寺 脇2004)。(3)式 を(1)式 左辺に代入 して考えれば,μ が大 きいほど(情 報ラベル

の品質の期待実現値が高いほど),OPは 大きくなる し,σ2が 大 きいほど(情 報ラベルの品質

の実現値の分散が大 きいほど,つ まり情報の精度が低 いほど〉,α)は 小さくなることが分か

る(∵ ∂2τ!7∂L2<0)。消費者が リスク中立的ならば分散の項 は消える。いずれにしろ,OP

は消費者にとっての与えられたプレミァム情報の期待値 と精度に関する評価 となり,こ れは

消費者の情報への信頼の強さに関する表明であると考えられる。本稿ではこれを利用 して,

消費者の示 したオプション価格 を測 ることによって信頼の測定 を試みる。 もしも認証主体は

異なるが認証内容が同 じである複数のラベルがあった場合,消 費者がそれ らに対 して異なる

評価 を下 したならば,そ れは各認証主体(認 証 ラベル)に 対する信頼の強 さの違いを表 して

いると考えられる。

3デ ー タ

本研究では,ケ ーススタディとして有機農産物を取 り扱 う。利用するデータは,2003年 に
2》

調査 された消費者行動データである。これは,農 産物を購入する際にどのような要因に着 目

しているかについて,選 択型実験 とよばれるタイプのコンジョイント分析によって明 らかに

す るための質問をはじめとして,有 機野菜や地場野菜などの購入頻度に関する質問,あ るい

は当該スーパーの利用頻度やその他社会属性などに関する質問などを詳細に調査 した もので

ある。

コンジョイン ト分析では,消 費者(回 答者)に,属 性の水準が異なる野菜プロファイル(本

研究ではほうれん草一束を想定)を 複数提示 して,「選択 しない」という選択肢 も含めた選択

肢集合の中から,各 属性の トレー ドオフを考慮 しなが ら最大効用が得 られる選択肢(プ ロフ

ァイル)を 選択することを要請する。これらプロファイルは,各 属性が とりうる水準を表1
3)

の通 りに定め,直 交計画法によって組み合わせて作成 されたものである。この選択質問を,

調査票内において,一 人当たり8回 繰 り返 した。コンジョイント分析は,こ の回答結果から,

消費者が選択の際に重点をおく属性のウェイ トを分析するものである。なお,こ うしたプロ

ファイル作成にあたっては,小 売店業者,農 業の専門家,お よび野菜の購入主体である消費
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者を交えたミーティングを開き,野 菜購入の際に重要な属性 を検討 したうえで,さ らに2回

のプ レテス トを通 じて,属 性設定が妥当であるか,不 備はなかったか検討を重ねて決定され

た ものである。

調査票において,鮮 度属性については,水 準 に関する認識の統一のためにカラー写真を用

いた定義をおこなった。認証ラベル属性 については,農 水省による有機ラベルは,JAS規 格

を遵守 していることを示すものであり,NPOに よる認証ラベルは,農 薬使用 を抑えリサイク

ル堆肥を用いて健康や環境に配慮 していることを認定 し普通の野菜と区別するラペルを表 し,

スーパー独 自ラベルは,調 査の協力を得た当該スーパーが独 自に展開するブラン ドで,化 学

肥料を使わないなどの健康 ・環境に配慮 した野菜であることをスーパーが 自ら明示するもの

であることを,調 査票内で説明 した。ここで,ラ ベルによって認証主体が異なることに注意

されたい。価格お よび産地属性については,プ ロファイル として提示 された値(ま たは表示)

のみで一義的に理解されると判断 し,調 査票において特に説明は行わなかったが,選 択肢に

よって各属性の水準が異なることに注意 しなが ら選択を行 うよう促 した。

完1毘 畑 暫1掘L,云t十 ス 薩皇栂=女 トアκ7k潅

属 性 水 準 ①1水 準 ②1水 準 ③1水 準 ④

鮮 度 新 鮮 ふ つ う 少 し しなび てい る 一

産 地 国 内 産 地 場 産 中 国 産 一

ラ ペ ル

(発行 者)
有機ラベル
(農水省)

認証 ラペル

(NPO)

スーパ ー独 自ラペル

(当該 スーパ ー)
ラペル な し

価 格
1

130円 160円 190円 220円

選択型実験データに合わせて,有 機ラベルやスーパー独 自ラベルのついた野菜,あ るいは

地場産の野菜 を購入する頻度 を調査 している。当然 なが ら,仮 想的な認証ラベル(NPO)の

現実データは存在 しないため,こ の購入頻度は得 られていない。なお,頻 度については,ス

ーパー独自ラベルについてはカウン トデータで,有 機ラベルおよび地場産ラベルは順序デー

タで得られており,そ れぞれ4.2節 で定ある計量モデルにおいて用いられる。

データ収集は,調 査への協力を得た京都市内スーパーにおいて来店客に対 して行 った。ス

ーパーの店内で来店客が会計を済 ませ商品を袋に詰め替えているときに調査協力の依頼を行

い,調 査の主旨を説明 して調査票 を配布 した。配布部数は2000部 であ り,回 収にあたっては,

同店のサービスカウンターにて持参 して もらい,その謝礼 として200円 相 当の同店値引券を手

渡す方法 をとった。調査期間は2003年1月26日 ～31日 で,834部 回収 しだ(回 収率41.7%)。

本研究における以下の分析 はすべて,こ うして収集 されたサ ンプルのうち,必 要な回答が完

備 しているもののみを用いることとした。4節 で示 される各推定結果でサンプルサイズが若

干異なるのは,こ のためである。
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4情 報への信頼と現実取引頻度

3節 の要領で得られたデータから,2節 の通 り一般的な形で定義 されたオプシ ョン価格の

タームで,全 体 としての評価値および各個人別の評価値 を具体的に算出するのが本節第一の

目的である(4.1節)。 そ して,そ の情報 に対す る信頼 を含めて,ど の ような要因(変 数)が

現実取引頻度 を増や してい くかを回帰式の形で分析することが第二の目的である(4.2節)。

4.1認 証 情 報 の 個 人別 評 価

古 典 的 な 条 件 付 ロ ジ ッ トモ デ ル で は係 数 パ ラメ ー タ が 定 数 と して推 定 さ れ る が,RPLで

はパ ラメ ー タ に確 率分 布 を許 す こ とで,個 々人 の選 好 の 多 様 性 につ い て観 察 す る こ とが 可 能

とな る。 この 点 を利 用 す れ ば,係 数パ ラ メー タ を個 人 別 に推 定 す るこ とが で きる。 計 量 モデ
4)

ル は以 下 の とお りで あ る。まず,個 人 πが繰 り返 し選 択 の 個 目で 選 択 肢 ノを選 ん だ と きの 効

用 を 次 の よ う な ラ ンダ ム 効 用 モ デ ル(RandomUtilityModel,以 下RUM)で 表 す。

U。it=19'hXnit十ε瑠 た だ し,β 。～g(β1の,ε 。it-'IIDExtremeValueTypeI
5)

こ こ で,yn={ynl,…,ynT}を 消 費 者 が 選 ん だ選 択列 とす る。係 数 パ ラメ ー タ βの 分 布 は未

知 な の で,RPLの 選 択 確 率 は,

P(・ 。1・。・・)一∫・(・。1・。,β)・(β1・)dβ

と表される・ここ刷 脇 β)一ゑ 農 農 ゐ は通常の・ジ・トモデルである・

ノ

(4)式 か ら,ペ イ ズ ・ル ー ル を 使 っ て パ ラ メ ー タ 分 布 関 数 を 求 め る 。 す な わ ち,

h(βlyπ,Xn,θ 》・P(ynlXn,θ)=P(ツnlκn,β)・9(βle)

P(ynlXn,β)・9(β1θ)
⇔h(β1ツn,κn,θ)=

P(YnjXn,θ)

(4)

(5)

右辺はすべてデータから入手で きるので,左 辺が計算できる。ここか ら,選 択列y。 を選ん

だ人の平均係数パラメータ β。は,

瓦 一∫β碗(β1・ 。・Xn・・)・β

似 ・,1・,,β)・9(β1・》・β

P(YnlXn,θ)

∫β・P(Y,1・ 。・β)・9(β1・)dβ

∫・(YnlXn・ β)・9(β1・)dβ

(6)
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となる。(6)式 の積分はシミュレーション法 を使って解 く(Train2003)。

この計量モデルを用いて,属 性ベク トルXを もつ野菜の選び方についての消費者調査デー

タか ら,個 人別の選好パラメータを推定する。第3節 表1の とお り,野 菜の属性Xに は,X=

(鮮度,産 地,情 報ラベル,価 格)を 想定 している。推定結果は表2の とお りであり,係 数の

符号および統計的有意性,モ デルの当てはまり等について良好な結果が得 られている。表2

の結果 と(5)式 から,4.2節 でカウントデータモデル に用いる各属性について個人別に評価
6)

値 を算出するわけであるが,こ こでは全体的な結果を見てお く。

主ODn■r陛 昏 仕 田

属 性 coeff. S.e。 t・ratio

鮮 度

新 鮮

1

1.7296

1.6618

0.1106

aO889

15.6370

186950

少 ししなびて い る

1

-3 .7038

1.2753

0.1784

α2681

一20 .7650

62800

産 地

地場産

1

0.4872

ごλ8529

0.0904

α1170

5.3900

Z2870

中国産

1

-3 .6586

20027

0.2652

α3545

一13 .7940

56490

情報ラベル

有機ラベル(JAS)

1

1.1883

α9327

0.0963

α1175

12.3440

Z9380

スーパ ー独 自ブ ラ

ン ドラペル

1

1.0317

a3596

0.1201

a2694

8.5890

1.3350

NPO認 証 ラペ ル

1

1.5539

α1433

0.1262

(λ2292

12.3100

(λ6250

価 格
1

-0 .0541 0.⑪018 一30 .6880

サンプルサイズ
1

600

ULL

■

-2799 ,156

RLL 一4442
。788

注1:鮮 度属性は 「ふつう」,産地属性は 「国内産」,情報ラベルは 「ラベルなし」を基準に測られて

いる。

注2:係 数列の数値について,通 常字体はパラメータ分布(正 規分布を仮定している)の 平均,イ タ

リック字体は分布の標準偏差を表す。

注3:Ho:β=0は1%水 準で棄却。

い ず れ の 認 証 ラ ベル 付 きの 野 菜 も正 符 号 を と った こ と は,ラ ベ ル な しの 野菜 に 比 べ れ ばプ

7)
レ ミア ム 野 菜 は評 価 され て い る こ と を示 す 。 こ こで,そ の 平 均 的 評 価 値 は認 証 主体 に よ っ て

異 な り,第 三 者 認 証 で あ るNPO,国 家 当 局(JAS),続 い て第 一 者 認 証 で あ る小 売 店(ス ーパ

ー)の 順 序 で 好 ま れ て お り
,消 費 者 は 与 え られ た(入 手 可 能 な)ラ ベ ル の 中 で は 第 三 者 認 証

の もの が 望 まれ て い る状 況 が 読 み取 れ る。 こ れ らは 品 質 保 証 の仕 方 に 若 干 の差 異 が あ る もの

の,す べ て 安 全 な野 菜 で あ る こ とを保 証 して い る点 で 共 通 して い る。 しか し各 認証 内容 が 保

証 す る農法 や 品 質 の わ ず か な 違 いが そ れ ぞ れ の評 価 に 影 響 を与 え た可 能性 も否 定 で き な い。

そ こ で,次 小 節 で は信 頼 の 評 価 と購 買 行 動 の 関係 分 析 に つ い て,ラ ベ ル の 異 な る野 菜 ご とに
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それぞれ回帰分析することで,品 質の差異の問題 を切 り離 し,信 頼 と購買行動 との関係に見

られる共通の要因を探 る。

4.2個 人別評価値 と購買行動

本研究の焦点は,現 実取引としてそうしたプ レミアムの高い商品が どれだけ購入されるか,

つまり循環型社会の構築 という目標 に現実の消費者行動が整合するか という点であった。特

に購入頻度 とオプシ ョン価格OPと の関係に興味があるわけであるが,そ のほかにも購買行

動 を引 き起こす要因はい くつか考えられ,得 られたデータの中か ら可能な限 り分析に導入 し

たい。 まず,購 買行動に有意な影響 を及ぼす と考えられる家族サイズや子供人数のデータを

利用する。その理由は,安 全な食品 を利用する便益は家計全体に及ぶため,家 族への配慮が

存在すると,家 族人数が多いほどその便益 を獲得することへの誘引が強 く働 くと考 えられる

ためである。また,食 品購入頻度は,家 庭内で食事を作 る頻度とともに高 くなることが予想

されるため,得 られた生活状況のデータかち料理頻度に関するデータを利用する。 また,ス

ーパーの独 自ブランドの分析においては
,そ のブラン ドに関する評判についての変数を導入

する。その理由は,ブ ラン ド選択におけるロコミ情報の影響が先行研究で確認 されているた

めである。 さらに,他 店の利用状況が増えるほど,当 該ブランドの利用頻度は減少すると考

えられるため,他 店の利用状況に関する変数を導入する。

本節では認証内容の差異の問題を切 り離すために,3本 の回帰式を設けてそれぞれ分析す

る。最初 に,ス ーパー独 自ラベルについて分析する。回帰式の従属変数は,当 該スーパーに
8)

おける月当たり取引頻度 ン,(∈NU{0}),独 立変数には,以 下6つ の変数 をお く(カ ッコ内はそ

の略記号と予想 される係数符号)。

(1)家 計サ イズ(FS,十)

② 子 供人 数(NC,+)

③ 月 当 た り料 理頻 度(CF,+)

(4)月 当た り他 店 の利 用頻 度(OS,一)

(5)当 該ス ーパ ーの野 菜 に関 す る 「よい」 とい うロ コ ミを聞 いた頻 度(BZ,+〉

(6)RPLモ デ ルか ら推 定 した当該 スーパ ーの独 自プ ラ ン ドラペル に対 す る個 人別

の信 頼(OP,十)

こ こ で,OPを 二 通 りの仕 方 で 計 算 す る。1つ は,ス ーパ ー独 自 ラベ ル が付 与 され る こ とに

対 す る(限 界)支 払 意思 額OP,と して,も う1つ は選 択 肢 に ス ー パ ー独 自ラ ベル 野 菜 が 加 わ
9)

る こ とに対 す る支 払 意 思 額OP,と して計 算 す る。前 者 は係 数 比(OPi=](7b/βp)で 得 られ(栗

山 ・石 井1999),後 者 は次 式 か ら得 られ る(HaabandMcConnell2002)。

・P・一毒(1・(
i.Zce・xp(V・})-1・(、島 ωΦ(V・〉))(・)

た だ し,C'={ラ ベ ル な しの野 菜},C"={ラ ベ ル な しの 野 菜,ラ ベ ル 付 きの 野 菜}
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ここで各独立変数間に深刻な相関があれば,多 重共線性の問題が発生する。そこで,計 量

分析 を行 う前に,各 変数の相関を見てお く(表3)。

表3独 立変数の相関行列

FS NC CFOS BZ OP1 OP2

FS 1,000

NC 0,650 LOOO

CF 0,216 0,201 1,000

OS 0,163 0,098 0.1861,000

BZ 0,193 0,091 0.1560,155 1,000

OP1 0,072 0,101 0,027-0,031 0,063 1,000

OP2 0,071 0,105 0,031-0,028 0,068 0,997 1,000

FSとNCと の 関 係 を 除 き,各 変 数 は そ れ ほ ど強 い相 関 を示 して お らず,多 重 共 線 性 の心

配 は あ ま りな い こ とが 分 か る。 た だ しFSとNCに つ い て は,こ れ が 問 題 を引 き起 こす 可 能

性 が あ る こ と を忘 れず,後 の分 析 を行 わ ね ば な らな い 。

続 い て,こ れ らデ ー タ を 当 て はめ る回 帰 モ デル に は カ ウ ン トモ デ ル を用 い る。 一 般 に,カ

ウ ン トデ ー タ モ デ ル は,Viを 従 属 変 数 で あ る頻 度,2を 独 立 変 数 ベ ク トル,β を係 数 パ ラ メ ー

タ ベ ク トル と して

prob(yi=ツi)=f(yi,Ziβ),y`=0,1,2,,.,(8)
ユ0)

で 表 さ れ るが,推 定 の た め に本 稿 で は負 の 二 項 回 帰 モ デ ル を用 い る。

1・
,⊥ 吉

θ λゴ θP
rob(yi)窩(9)111

θ θ λi+万

こ こ で

exp(β'2i),分 散 は γ(Vi)=λf(1+aλi),α=1/θ で あ る。 こ こか ら得 られ る対 数 尤度 関 数 は

大 域 的 に 凹 で あ る た め(HaabandMcConne112002),最 尤 法 に よ りパ ラメ ー タ を推 定 で き

る。

パ ラ メ ー タ が 推 定 さ れ た ら,そ の 解 釈 に は もっ と も知 見 を導 きや す い 半 弾 力 性(half・elas-

11)
ticity)を 指 標 に用 い る。 す な わ ち,

∂E1

颪E(,、1β'。、)=βj(10)

・(一 …)

・(・、+1)・(一)λ 、+一

・(・)は ガ ンマ 関 数 ・(x)一∫諺1・-Ud・,x>・ で あ り湖 待 値 はE(y・)=・ ・=

であり,推 定パラメータβが,独 立変数の微小変化あた りの従属変数(需 要)の パーセン ト

変化を表 していることを意味する。

以上の定式化の もと,デ ータを当てはめて解析する。まず,従 属変数に当該スーパーの取

引回数,'独 立変数に先ほど定めた6つ の要因を設定する。すなわち,
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表4推 定結果

モデル1(OP1) モデル2(OP1) モデル3(OP2) モデル4(OP2)

・。・f五1・,e.卜 ・ati・ ・・e川S・.It-rati・ ・・eff,lSelt…ti・ ・㏄ff.1・,e,It・ ・ati・

Const. 1,466 0,258 5,692 1,502 0,257

　

5,839 正,194 0,440 2,712 1,238 0,441 2,807

家族サ イズ(FS) 0,120 0,025 4,750 0,099 0,020 5,062 0,121 0,025 4,758 0,099 0,020 5,072

子 供 人 数(NC) 一〇
,056 0,042 一1

,337 一 一 一 一〇 .056 0,042 一1 .337 一 } 一

料 理 頻 度(CF) 0,018 0,003 5,716 0,018 0,003 5,664 0,018 0,003 5,713 0,Ol8 0,003 5,662

他 店 利 用(OS) 一〇
,009 0,005 一1

,691
一〇

.009 0,005 一1
.606

一〇
.009 0,005 一1

.706
一〇

.009 0,005 一1
.622

ロコミ情報(BZ) 0,025 0,037 0,681 0,029 0,037 0,795 0,025 0,037 0,679 0,029 0,037 0,794

OP 0,022 0,012 1,765 0.02孟 0,012 L728 0,028 0,017 1.6工4 0,027 0,017 1,573

α 0,382 0,030 12,938 0,383 0,030 12,975 0,382 0,030 12,945 0,384 0,030 12,981

サンプルサイズ 542 542 542 542

対数尤度(制限なし) 一1902 ,846 一1903 ,736 一1903 .086 一1903 .977

対数尤度(制限つき》 一2827 ,439 一2836 .403 一2828
.453

一2837
,359

モデル1と3が 当初想定 した変数で計算 した ものである。推定された係数符号はほぼ直感

に合致する結果を示 しているが,・子供人数については例外である。直感的には,子 供や家族

の人数が増 えるほど,健 康への配慮のためにプ レミアムの高いブラン ドラベル付の野菜の取

引頻度が高 まる(つ まり係数 は正符号)と 考 えられるが,そ れに反す る結果 となっている

(もっとも,統 計的に有意な推定値ではなかった)。 これは,先 ほど懸念 していたとおり家族

サイズ変数 と子供人数変数が多重共線性を引き起こしたことが原因と考えられる。そこで,

モデル2と4は 子供人数属性を外 して推定 したものである。いずれのモデル も,帰 無仮説:

β=0は κ2検定により1%水 準で棄却 された。

さて,こ の結果から,家 族サイズ ・料理頻度が1%水 準で有意に正の影響を及ぼ していた。

また,OP,モ デル とOP2モ デルでほぼ同 じ結果 となり,ど ちらも正の影響を及ぼ している。

ロコミ情報が有意な影響を与えなかったのは先行研究(濱 岡 ・片平1997,Sundaramand

Webster1999な ど)と 異なっている。本稿の回帰分析 では,取 引頻度 とロコミとの関係 とし

て定式化 したが,ロ コミは最初の一回目の取引に強い影響 を及ぼすが,2回 目以降の取引に

は前回の自分の購入経験があるため,ロ コミが有意な影響 を及ぼさなくなっていたのかもし

れない。なぜ本稿のケースではロコミが有意な影響を及ぼ さなかったかについての推論は今

後厳密に解明する必要があるが,本 稿では,他 人の評価 よりも自分 自身の評価が現実取引の
12)

継続へ与える影響が強い と解釈す る。

半弾力性値(10)式 から,家 族サイズが1単 位(つ まり1人)増 加すれば,月 当た りおよそ

10%の 取引頻度の増加が起 こることが分かる。また同様に,料 理頻度が1単 位(つ まり月あ
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たり1回)増 えることによりおよそ2%の 取 引頻度増加が起こることが分かる。最後に,当

該ブランド情報ラベルへの支払意思額,す なわち信頼価値の強さが上昇することが,当 該ス

ーパー利用頻度を高めることがわかる。具体的には,支 払意思額が1円 上昇すれば,利 用頻

度が約2～3%高 まると予測される。このように,当 該ブラン ドの利用頻度 と,当 該ブラン

ドの信頼評価 とは,正 の相関関係 にあ り(相 関係数は0 .77で強い正の相関を示 している),当

該ブランドを信頼すればするほど当該スーパーの利用頻度が高まり,逆 に,当 該スーパーの
　利用頻度が高 まれば当該プ

ランドの評価につながると考えられる。このことは取引を重ねる

ことで信頼が得 られてゆく傾向を示唆する。家族サイズといった正の影響を与える他の変数

は,そ の性質から操作可能性が低いため,変 数の上昇 によって取引頻度の増加が期待できる

のはこのOP変 数である。

さらに,情 報への信頼(評 価)と 取引経験の頻度 との間の正相関という事実を補強するデ

ータをあと2つ 示す。一つは,有 機野菜ラベルに対する信頼 とその取引頻度,も う一つは産

地 ラベル(地 場産を表す ラベル)に 対する信頼 とその取引頻度である。ただ しこれ らの取引

頻度データは,先 ほどのスーパーの利用のような回数ではな く,順 序でしか得られていない

ため,カ ウントモデルでな く順序プロピッ トモデル を用いた。従属変数は順序y∈{O,1 ,2,

3}で 表現され,数 値が大 きくなるほど取引頻度が多 くなることを表す。ここでも,先 ほど

と同様 に2種 類の方法でOPを 計算 している。回帰式はそれぞれ次のように推定された。いず

れのモデル も,Ho:β=0はX2検 定により1%水 準で棄却されたため,回 帰式に意味があ

る。

VORGAMC

YnBA

冒a贈+縢 解s+9
4,曾認()F+朧 了OP?RGANIc

(#obs,=591,ULL冒 一640.433,RLL電 一657.016)

=鵬 了+朧解s+9瑠CF+9
1舗曾OP曾Rσ脚c

(#obs.呂591.ULL=-640.509,RLL=-657,016)

=亀瑠+ag翻s+鰍 君CF+ag欝 α誓B減

(#obs.;590,ULL=-648.890,RLL冨 一666.128)

=9
i.§8,Z+99翻s+鰍8CF+亀9農}o蝿B月

(#obs.=590,ULL=-648.890,RLL=-666.128)

スーパーのブラン ドラベルのケース と異な り,ス ーパーに関するロコミや,他 店の利用頻

度 といった説明変数は,こ のケースでは意味が無いので省いた。また,子 供人数は家族サイ

ズと多重共線性を引き起 こすため予め省いた。 こうして推定 された方程式の主要な解釈はプ

ラン ドラベルのケースと変わ らない。すなわち,情 報に対す る信頼評価 とその取引頻度が正
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相関をもっているということである。独立変数の変化が取引頻度(従 属変数)を 何回増加さ

せ るかについてはカウン トデータモデルのように具体的にはわか らないものの,い ずれの情

報 ラベルに対 しても,信 頼の強さと現実取引頻度 との正の相関関係が観察 されたわけである。

以上の分析により,現 実購入経験の増加と情報 ラペルの評価の高さに関連があることが示

された。これの示唆するところは,信 頼 される表示制度の構築には,消 費者が積極参加する

ことで経験 を積み増 し,信 頼を強化させ ることが効果 を持つ ということであり,認 証制度シ

ステムを有効に機能させるためには消費者の参画を促 しなが ら構築することが有効だ という

ことである。また,認 証制度を設計する際には,消 費者の経験が反映 される可能性が開かれ

ていることも重要であると考えられる。

以上から,第 三者のみな らず,第 二者つまり消費者 自らが,自 分で利用する情報の信頼性

を自分の経験 に基づいて確かめうる制度作 りが大事であると思われる。つ まり,不 正表示を

防 ぐような信頼性ある制度作 りに加えて,消 費者の参加を確保することによって信頼ある制

度作 りを行 うことが望 まれる。あくまで公的部門の役割は,こ うした民間領域での取 り組み

を促進することにあって(新 山2004),認 証には消費者あるいはそれに準ずる機関が主体的

に関われるようにすべ きであると思われる。

5ま とめと今後の課題

フランスにはラベル ・ルージュという高品質 を保証する公的情報ラベルがある。これの貼

付 されている鶏肉は通常の2倍 以上の価格であるものの,市 場では評価 を得て,市 場流通の

半分以上 を占めているという(植 村2002)。 ラベル ・ルージュの認証は農務省,経 済省,お

よび多数の研究の研究機関 といった専門家集団に,5つ の消費者団体が加わって構成される

国家ラベル委員会によってなされている。このように品質がよければ高 くても売れ,そ のた

めには信頼 される情報 ラベルが必要である。信頼 される情報認証制度の構築 には,フ ランス

の事例のようにさまざまな利害関係者の参加,特 に消費者の参加が重要なのである。

本稿では,今 後の認証 ラベルを作成するに当たり,第 三者認証が望 まれていることを確認

したうえで,第 二者,す なわち消費者 自らが情報認証に参画することの有効性に関する示唆

を得 た。認証主体は生産者 ・販売者中心でなく,ま た消費者から距離のある政府 ・科学者中

心でもな く,な るべ く多 くの利害関係者が共同で保証することが大切 と思われる。 より知識

の多い生産者や科学者,政 府 によって信頼性 を確保することも重要であるが,信 頼するのは

消費者だか らである。わが国にはフランスのような認証 を担当する国家委員会はない。情報

認証への信頼が失墜 している現状 を克服すべ く認証機関を設けるならば,本 研究結果やフラ

ンスのあ り方を参考にすると,多 様な利害関係者の参加,特 に消費者参加が特 に大切である

といえる。
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本研究の今後の発展のために,ま ず,信 頼と取引行動との動学的分析 を行うことが挙げら

れる。本研究では,特 に取引頻度 との関係 を分析 したものであったが,信 頼と取引行動 との

より詳 しい因果関係を分析するには,逐 次的な意思決定過程の分析が必要 と思われる。つ ま

り現在の購入経験が次回の購入意思決定にどう反映され影響を及ぼ しているのかを解明する

モデルが必要 となる。これにより,信 頼が取引行動にどう結実 し,取 引行動が信頼をどう高

めるか という相互作用をより詳 しく見ることができるだろう。

次に,本 研究のような消費者行動分析 を通 じた リスクコミュニケーション手段の可能性を

考察することが挙げられる。 リスクコミュニケーションは,一 方的にリスク情報 を消費者に

提供するのでなく,情 報の受け手(消 費者)か らの働 きかけを含む もの,つ まり情報の相互

交換過程であり(吉 川2004),そ の意義 は,消 費者の リスクに対する関心や認知を高めるこ

とにある。従って,本 研究で取 り上げた情報認証問題 と同様に,消 費者参加が極めて大事な

分野である。 しかるに現状では,食 品の安全性を監視 ・評価 し,リ スクコミュニケーション

を推進するために近年発足 した食品安全委員会の組織 に,消 費者の参加を保障する仕組みが
ユの

欠 けている点が残念に思われる。 とはいえ,消 費者側からの リアクシ ョンを汲み取ることは

しば しば難 しく,バ イアスが入 りやすい。食品安全委員会 に消費者の代表 を加入することは

もちろん大切 と思われるが,そ れで も参加できるのは少数であるため,数 千万人といる消費

者の意見か らは乖離のあるものとなって しまうか もしれない。こうした問題に対 して本研究

の ようなアプローチが適用可能かもしれない。本研究では,市 場における消費者の行動分析

を通 じて情報の信頼形成過程を観察 しようと試みたわけだが,こ れは環境や健康についての

一種の リスク情報に対する消費者評価 と見なしうるだろう
。 こうした状況で,市 場における

消費者行動から消費者の リアクションを汲み取 ることが出来たならば,そ れは貴重な消費者

からのメッセージと考えられる。本研究のアプローチを応用することで,こ うした消費者か

らの評価 ・メッセージを汲み取る手段た り得れば,リ スク評価者や リスク管理者,リ スク情

報提供者,そ して制度設計者が,環 境 リスク情報に対する消費者の評価 ・受け止め方を反映

して,シ ステムのさらなる改善に着手できるようになるか もしれない。

また,本 稿では,食 品の表示問題 を例に分析 を進めてきたが,こ こでの論点はエコラベル

などのその他さまざまな製品情報表示の問題にも当てはまるものである。環境対応商品の普

及は今後の重要な社会的課題であるが,そ のためには情報の信頼性をいかに確保するか,認

証制度をいかに改善するか という問題が浮上することが予想 される。この問題は,本 研究で

取 り上げた問題 と本質的に同 じものであ り,考 察する意義の大 きいものである。
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注

本研究 にあた り,京 都大 学教 授植 田和 弘先生,石 川 倶立 大学 教授 高 月紘 先生 をは じめ,有 機 物

循環 研究 会 の皆様 に は有益 な助 言 を多 くいただ きま した。 また二 人の 匿名査 読者 の方 か らも適格

な ご指摘 をいただ きま した。 こ こに謝意 を表 します。

1)寺 脇(2004)で は,GM食 品 の健 康 リス クを分 析 して お り,そ こで用 い られ たオ ープ ンエ ン ド型

CVMと 整 合 す る ようにV(Y,P+OP,0)==E[V(・)]と 定義 す る こ とに よ り消費 量1単 位 あた

りのOP(補 償 オプ シ ョン)と して表 現 す る工夫 が な されて い るが,本 稿 で は標準 的 な定義 を採 用

した。また,本 研究 で は ラベ ル にプ レ ミアム(∂V!aL>0)を 想 定 してい るので,等 価 オプ シ ョン

で測 って い る。 なお,以 下 の期 待 効用 に関す る議 論 は寺脇(2004)に 拠 ってい る。

2)こ のデ ータ は科 学技 術振 興事 業 団 「都 市 と農村 の連 携 を通 じた有 機物 循環 システムの再 生」 プ

ロジェク トの調 査 に よ る。

3》 直交 計画法 は,属 性 間の 多重 共線性 を回避 し,効 率 的 なデ ータ収 集 を実行 す るための 方法 で あ

る。 コン ジ ョイ ン ト分析 にお け る応用 を含 め て,詳 し くはLouviereetal.(2000)を 参照 され た

い 。

4)詳 しくは,Train(2003),pp.262-270を 参照

5)選 択型 実験 で は異 な る複数 の選 択状 況 を殼 けて,繰 り返 し選択 質 問 を行 う。 本稿 で利用 す るデ

ー タで は8回 の繰 り返 し選 択質 問 の形 態 を とって い るの で
,T=8で あ る。

6)各 個 入別 の推 定値 は,サ ンプル サ イズ600人 分 にのぼ る ため表記 しな い。

7)し か しこの評価 額 では認 証取 得 コス トを賄 うに十 分 でな い(佐 藤他2005)。

8)こ のス ーパー に は家 電や 日用 品等 も販 売 してお り,必 ず しもこの取 引回数 が 野菜 だ けに充 て ら

れ るわけ ではな いが,「 ス ーパ ーの独 自ブ ラン ドへの 信頼」 と 「ス ーパ ーの利 用頻度Jの 関係 を分

析 す る 目的 と しては大 きな支 障 は ない と考 え られ る。

9)精 密 な厚生 評価 をす るため に,離 散 選択 モ デ!レとカ ウ ン トデー タモ デルの リンクモデ ル におい

て,い か な る 「価格 イ ンデ ックス」を用い るか につ いては多 くの議 論 が あ る(Parsonsetal.1999

な ど)。本 稿 では,厚 生測 度 よ りもラペ ルへ の評価 と購 入行動 との関係 を知 る ことが 目的 であ るた

め,単 純 に支 払意思 額 を計算 した。 ただ し,頑 健性 を見 るため に二 通 りの指標 を採用 した。

10)基 本的 な カウ ン トデ ータ モデル と してPoisson回 帰 モデル が あ るが,こ れ に利用 す る分布 形 に

は平均 と分 散 が等 しい とい う強 い仮 定 が必要 で あ る。 この仮 定 を弱 めた もの が負の二 項分布 モ デ

ル であ る。具体 的 には モデル 中の αが この仮 定 を弱め てい る。ここでa=oな らPoisson回 帰 モ

デル に退化 す るが,表3の 通 り αは有意 に得 られ たため,Poissonモ デル に よ る再 推 定 は行 わ な

いo

工1)推定パラメータ解釈には他に,期 待需要関数の傾き(本 稿では期待取引頻度関数の傾き)で あ

謬 響 ρ一β1・xp・B'・・)や・弾 力性(f・ll-・1…i・i・y)繍1β 周)一・渦 な ・の 利用 も考 ・ ら

れ るが,い ずれ も独 立 変数 の関 数 として得 られ る もので あ り,や や使 いに くい。

12)こ う した仮 説が正 しい とす る と新 しい認証 制度 が導 入 され た初 期 段階 での ロコ ミの影響 を調 べ

る ことは興味深 く,現 実 に与 える示 唆 も多い と思 われ るた め,そ れ もあわせ て稿 を改め て今後分

析 した い。

13)消 費者 が 当該 ス ーパー と取 引 を してみ て,も しも満 足 がい かな けれ ば(評 価 で きな ければ),そ
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の消 費者は 次 回か ら取 引 を しな くなる と考 え られ る。本稿 で は取 引 を続 け るこ とと評価 との定 量

的 な関係 を分析 した。一 方,な ぜ 取 引 をや め るのか,い つや め るのか とい った こ とにつ いて は,

こ こで は知 見 を得 られ なか った。 消 費者の取 引経 験 に おけ る逐 次評 価 とその都 度 にお け る行動 の

動 学的 意思 決 定過程 の分析 は今後 の課題 で あ る。

14)食 品安全 委員 会の構 成員 は7名(う ち非 常勤3名)で,そ れぞ れ① 毒性 学等,② 微 生物 学等,

③ 有機 化学(化 学物質)等,④ 公衆 衛生 学等,⑤ 食 品の生 産 ・流通 システム等,⑥ 消費者 意識,

消 費行 動等,⑦ 情 報交 流 の各 専門 家 であ る。
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